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2022 年 2 月 24 日、ロシアがウクライナへの侵

攻を開始した。その直後の 28 日にウクライナが、

その 5 日後にモルドバ及びジョージアが EU 加盟を

申請した。同年、EU はジョージアの申請のみ非承

認、ウクライナ、モルドバを加盟候補国として承認

し、ジョージアに対し 12 か条の EU 加盟コンディ

ショナリティを発出した。翌年の 2023 年になっ

て、EU はジョージアを加盟候補国として承認し

た。 

 かつて NATO 及び EU 加盟のフロントランナー

と言われたジョージアが、なぜ、2022 年段階で加

盟候補国として非承認であったかを考えたのが研究

の着想である。この点を考える上で、複数の仮説を

立て、そのうち「領土一体性に係る課題として、非

承認国家問題が EU の政策決定に影響を及ぼした」

という点を本研究では考察する。事実、これはジョ

ージア国内の有識者から良く聞く言説である。国家

の死活的利益とは、主権、領土、国民の生命（と財

産）を守ることである。当然、国家によって優先順

位に違いはあろうが、領土一体性は国家の死活的利

益であるため、まず、この点が EU 加盟に影響を及

ぼすかを考察する。 

 つまり、RQ は、１．領土一体性に係る課題とし

て非承認国家問題が EU 加盟に係る EU の政策決定

に影響を及ぼすか否か、及ぼすのであれば、２．ど

のように影響を及ぼすのかである。 

 本研究では、ウクライナ、モルドバ、ジョージア

が抱える分離独立派地域（非承認国家）‐具体的に

は沿ドニエストル、ルガンスク、アブハジア、南オ

セチアなど‐に係る問題が EU 加盟プロセスに影響

を与えるのかを考察することを目的とする。 

 この RQ を立てた更なる理由は、ロシアは非承認

国家を積極的に支援することで旧ソ連諸国の EU 及

び NATO 加盟阻止しようとしているとの先行研究

が複数存在するからである。例えば、Gheciu, A., & 

von Hlatky, S. (2024). Kennedy, R. (2016). 

Milosevich, M. (2021) など枚挙に暇がない。

Milosevich, M. (2021) は、「ウクライナ及びジョ

ージアは、露軍に領土の一部を実効支配されてお

り、独立国家として機能せず、NATO や EU に加盟

することは恐らく不可能である」とまで記してい

る。 

 一方、この言説は、2025 年時点でも正しいとい

えるのであろうか。この点を考察することで期待さ

れる成果は、１）EU 側が、EU 加盟を希望してい

る旧ソ連諸国の分離独立派地域（非承認国家）と

EU 加盟の相関をどのように考えているかが明らか

になり、EU 加盟の条件が絞られ明確になる、２）

そのロシアの意図は現在でも EU に対して有効なの

かを指摘可能となる、ことである。北部をトルコが

ウクライナ・モルドバ・ジョージアの非承認国家問題が 

EU 加盟プロセスに及ぼす影響 

内田州（東大先端研・特任研究員） 
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実効支配し、南北に分断されているキプロスが EU

加盟を果たしたという先行事例があるものの、

NATO 加盟国且つ EU 加盟候補国のトルコと隣国と

武力紛争を続けるロシアでは実効支配の主体に違い

があり、分離独立派地域の活動の規模、質、数的違

いなども考慮し考察した結果、仮に非承認国家問題

と EU 加盟プロセス間に相関が無ければ、複数の先

行研究が指摘する「ロシアが旧ソ連諸国の EU 加盟

を阻止する意図をもって分離独立派地域を積極的に

支援している」というロシアの試みは結果として失

敗に終わる可能性があることも指摘可能となり、こ

れは先行研究の蓄積に対する大きな貢献になろうと

思われる。 

インプリケーション 

EU 加盟プロセスに関し、Nádasi,L., & 

Trón,Z.(2023)らは、通常、EU 加盟申請後、候補国

ステータスを付与されるまで、平均 3 年程度かか

る一方、ウクライナとモルドバは４ヶ月しか掛から

ず、平均よりも約 10 倍はやい事実を指摘してい

る。また、12 か条の EU 加盟コンディショナリテ

ィにある汚職指標においても、ジョージアよりも劣

るウクライナが EU 加盟プロセスではジョージアよ

りも先行している。その理由はなんであろうか。 

 かつてなら、ロシアの支援により長引く紛争を抱

える非承認国家の活動が更に活発になれば、EU も

非承認国家を抱える旧ソ連諸国の EU 加盟に対し二

の足を踏んだかもしれないが、キプロスの例もあ

り、また武力紛争の最中にあるウクライナを加盟候

補国として承認している以上、現在、EU 加盟と非

承認国家問題に直接の相関は無い可能性がある。 

 ロシアが旧ソ連諸国に干渉する意図として、上記

に加え、旧ソ連諸国に対する影響圏（Sphere of 

Influence）の維持が考えられる。一方、紛争を抱

える上記３カ国を加盟候補国として EU が承認する

ことは EU の国際社会及びロシアに対する明確なシ

グナルである可能性があり、通常より 10 倍はやい

速度でウクライナ及びモルドバを EU 加盟候補国と

して承認した EU は、ウクライナを後方支援するこ

とで、EU 圏内の安全保障を担保しつつ、ロシア同

様に影響圏の維持を志向した可能性は排除されな

い。 

 従って、これまで規範の力を自認してきた EU

が、よりリアリズム的な対応になってきている、つ

まり EU も変容してきているのではないか、という

点についての考察も可能となる。つまり RQ の考察

を通じ、たとえロシアが旧ソ連諸国の EU 加盟を阻

止する意図をもって分離独立派地域を支援していた

としても、そのような試みは結果として失敗に終わ

る可能性があることを指摘可能となるのみならず、

コペンハーゲン基準を含む EU 加盟基準は変容して

おり、EU そのものもリアリズム志向に変容してき

ているかという更に大きなテーマを考察することが

可能となる。 
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ロシアのプーチン大統領は 2025 年 8 月 30 日、

中国の新華社通信の書面インタヴューに応じ、様々

な分野における露中協力の展望について語るほか、

歴史認識にも話を展開した 。本稿では、歴史認識

における露中関係を紐解く上で、抗日戦争 80 周年

に関するプーチン大統領の発言を中心に見ていきた

い。 

 新華社通信は抗日戦勝 80 周年について、「複雑

な国際情勢のなか、今日この勝利の記憶を守る意義

について見解をお聞かせ願いたい。また、国際社会

における一部の勢力が歴史の真実を歪曲しようとし

ている状況下において、中国とロシアは共通の歴史

的記憶をどのように守るべきなのか」と質問した。

これに対してプーチン大統領は、「軍国主義日本」

歴史認識における露中協力 

戦勝ナラティヴの喧伝 

西山美久（東大先端研・特任助教） 

2025 年 5 月 9 日、モスクワで開催された戦勝記念パレードに参加したプーチン大統領と習近平国家主席。写真はロシア大統領府

ウェブサイトより。 
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を撃破するためにソ連と中国が協力した点に触れ、

両国民の協力は世代を超えて語り継がれるべき神聖

な共通の記憶であり、それを否定する「歴史の歪

曲」に断固として対抗するべきだと説いた。プーチ

ン大統領がインタヴューで「軍国主義日本」につい

て何度も言及したことから、報道では「日本（を）

名指し」で批判などと報じられた 。 

 しかし、この種の発言は今回が初めてではない。

プーチン大統領の過去の発言を振り返ると、2015

年頃から「日本の軍国主義」あるいは「軍国主義日

本」の文言を用いるようになっており、歴史認識で

中国側に歩み寄っていることが窺える 。2010 年 9

月に露中共同声明が採択されたものの、ここでは

「軍国主義」との指摘だけであり、「日本の軍国主

義」といった明示的な言及はなかった 。 

 今回のインタヴューではロシア・ウクライナ戦争

を意識した発言もあり、その意味で過去の発言と異

なっている。プーチン大統領は「架空の露中脅威論

を口実にし、日本では軍国主義が復活しつつあり、

ドイツを含む欧州では歴史的類例に恥ずかしさを感

じることなく再軍備化が進められている」と指摘し

た。これは、ロシアによるウクライナ侵攻に対する

各種批判を牽制するために、軍国主義やナチスを倒

した戦勝ナラティヴを持ち出して自己正当化を図っ

ていると言えよう。 

 今回のインタヴューでプーチン大統領は「靖国問

題」に言及しなかったものの、2025 年 5 月 8 日採

択の露中共同声明では日本の歴史認識、特に「靖国

問題」が問題視されており、ロシアが中国に主張に

歩み寄ったとも言えよう。歴史認識をめぐる露中の

動向を引き続きウォッチする必要があろう。
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8 月下旬、6 月の訪問に続き、2 度目のモンゴル

訪問をしてきた。6 月の訪問ではウランバートル市

内のみの滞在だったが、今回の訪問では草原のど真

ん中に滞在し、都会的なウランバートルとはまた違

う面からモンゴルの姿を見ることが出来た。 

2 度のモンゴル訪問で強く印象に残っているの

は、日本の存在感の大きさである。その地理的、地

 
1 小林弘幸「マックとスタバの無い街」『ROLES NEWSLETTER 』No.7 (2025 年 6 月）。 

https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/publication/20250631 

政学的位置から、中国とロシアの存在感は確かに大

きい。また、韓国の存在感も大きく、ウランバート

ル市内ではとにかく韓国料理店や韓国企業が目につ

く。6 月のニューズレターにも書いたように、ウラ

ンバートル市内には 10m 置きに韓国系のコンビニ

が並んでいる1。しかし、それらに劣らず、あるい

モンゴルと日本、その非対称な存在感 

小林弘幸（東大先端研・特任研究員） 

 

https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/publication/20250631
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は見方によってはそれらにも増して、モンゴルにお

ける日本のプレゼンスは大きなものがある。 

 

今回はまず、モンゴルに向かう航空機の機内誌に

驚かされた。7 月の天皇・皇后両陛下のモンゴルご

訪問が大体に取り上げられていた。もちろん両陛下

のご訪問は日本でも大きく取り上げられ、モンゴル

でも大きな話題となったことは想像出来たが、それ

にしても機内誌における扱いの大きさは、驚くほど

破格だった。 

空港からホテルまで車を運転して我々を送迎して

くれた方は、奥様が日本の大学に留学中とのことだ

った（ちなみに車はもちろん、TOYOTA だっ

た）。ホテルにあるコーヒースタンドの店員は、日

本に留学経験があるとのことで、日本語で話しかけ

てくれた。部屋のミニバーには、カルピスやアサヒ

スーパードライが並んでいた。至る所で日本語を見

かけ、日本語を耳にし、日本を感じた。 

日本の存在感の大きさを感じるのは、経済、文化

面だけではない。今年の 6 月に発足したザンダン

シャタル新内閣は、閣僚 19 人のうち 4 人が日本留

学経験者だ2。 

私は率直に言って、これまで、モンゴルにおける

日本の存在感がこれほどまでに大きいとは思ってい

なかった。おそらく、多くの日本人がそうではない

だろうか。そして、モンゴルという国に対する日本

人の興味関心も、それほど高いとは言えないだろ

う。日本人がモンゴルを身近に感じるのは、大相撲

の力士を通してくらいで、近年ドラマ『VIVANT』

のロケ地となったことで多少関心は高まっているか

もしれないが、それでもまだまだ多くの日本人にと

ってモンゴルは遠い存在だろう。 

モンゴルにおける日本の存在感の大きさと、モン

ゴルに対する日本人の無関心。この非対称性は残念

 
2 前首相の辞任を受け、ザンダンシャタル新内閣が発足：JETRO 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/07/87f159ba442eb0c8.html 

でもったいない。一般の関心が高まることはもちろ

ん、日本外交の「新たな地平」として、よりモンゴ

ルに注目が集まることを期待したい。ROLES では

モンゴル関連のプロジェクトをいくつか推進してい

る。それらのプロジェクトが少しでもそれに資すれ

ば幸いである。 

 

 

 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2025/07/87f159ba442eb0c8.html
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 新疆ウイグル自治区の設立準備は 1950 年から開

始された。1 月に開かれた中央人民政府第 14 次会

議において、「共同綱領」で規定された民族区域自

治を中心とする民族政策の執行が確認されたことを

受けて、自治区建設が具体化していくこととなる。 

1952 年 8 月には「中華人民共和国民族区域自治実

施綱要」が公布され、9 月にかけて開催された第

一期第二次各族各界人民代表会議において、慎重か

つ穏健な区域自治政策を遂行するという方針が確認

される中で、「自治区名称」の問題が持ち上がるこ

ととなる。すなわち自治区を設立することは決定し

たが、その名称をどうするかで意見が分かれた。①

新疆維吾爾（ウイグル）自治区、②新疆自治区、③

維吾爾斯坦（ウイグリスタン）の三つが候補名とし

て挙がったが、「新疆」は新しく開拓した領土を意

味する歴史が浅く差別的な言葉である、「ウイグリ

スタン」は大衆が理解できずに分裂主義者の用いた

「東トルキスタン」と混同して民族間の団結にそぐ

わない、「新疆自治区」という案は民族団結の面か

らは良いがどの民族が自治を実行しているかが不明

である、などの反対意見が見られた。最終的に、

「各民族自治区の名称は、特殊な場合を除いて、民

族名と地域名から作る」という「民族区域自治実施

綱要」第八条の規定に照らして、「新疆ウイグル自

治区」に決定した。そこには、ウイグル族が歴史的

に新疆に居住してきた状況に鑑み、また漢族とのわ

だかまりを解くために、「ウイグル」の名を冠する

という配慮があった模様である（当代中国叢書編集

部編『当代中国的新疆』当代中国出版社、1991

年、224-225 頁；朱培民「周恩来与新疆」『西域研

究』1998（1）、1998 年、1-8 頁）。 

中央政府による行政区域の名称に対する配慮が伺え

る事例がもう一つある。それは差別的な地域名称の

変更であり、具体的には 1951 年 5 月の中央人民政

府政務院の指示「関于処理帯有歧視或侮辱少数民族

性質的称謂、地名、碑碣、匾聯的指示」を受けて、

1953 年に「迪化」が「烏魯木斉（ウルムチ）」

に、「鎮西」が「巴里坤（バルクル）」になどと改

名された。中国共産党中央は「民族団結」や「分離

独立の阻止」を強調する中で、自治区名称の決定や

差別名称の撤廃を通じて、ウイグル族をはじめとす

る各民族への配慮を示し、民族感情を傷つけないた

めの慎重な対応をとろうとしたことが伺える。 

1953 年 12 月に開かれた新疆分局郷級民族区域自

治試建工作会議では、下層レベルの自治区域から段

階的に民族自治区域を建設する決定がなされた。具

体的には、第一段階は 1953 年 12 月から 1954 年 7

月にかけて 7 つの郷レベルの民族地区を、第二段

階は 1954 年 3 月から 9 月にかけて 6 つの県レベル

の民族地区を、第三段階は 1954 年 6 月から 7 月に

かけて 4 つの専区レベルの民族地区を、第四段階

は 1 つの行政公署レベルの民族地区を成立させる

というものであった。つまり、まずはウイグル族以

外の自治区域建設から始め、その経験に基づいて区

域の小さいものから大きなものへと進め、最終段階

として省レベルの自治区（新疆ウイグル自治区）を

完成させるという見取り図が描かれた。 

新疆における中国共産党の国家建設：1949 年−1955 年の政治的

側面を中心に（2） 

田中周（東大先端研・特任研究員） 
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次に、幾つかの民族自治区域における民族人口構成

の状況を見てみよう。コブクサル・モンゴル自治県

では 1953 年当時、総人口 9,842 人に対してモンゴ

ル族は 5,234 人（総人口の 56.9％）と過半数を越

えていた。次いで人口が多いのがカザフ族の 3,600

人（39.1％）で、自治県の主席はモンゴル族、副主

席はモンゴル族とカザフ族から二名選出されてい

る。しかし、必ずしも人口が多数を占める少数民族

に自治区域が与えられた訳ではない。例えば、焉耆

回族自治県では 1954 年当時、総人口 31,857 人に

占めるウイグル族の割合は 43.3％であったにも関

わらず、28.9％に過ぎなかった回族に自治区域が与

えられている。またバルクル・カザフ自治県では

1954 年当時、漢族が総人口の 65.0％を占める中で

32.8％のカザフ族に自治区域が与えられており、さ

らにバインゴリン・モンゴル自治州に至っては

1949 年当時、ウイグル族が 76.9％を占める中で、

11.7％に過ぎないモンゴル族に自治区域が与えられ

ている。このことから、人口比率において多数派で

はない少数民族に対しても、積極的にその権利の擁

護が図られた事が伺える（田中周「新疆ウイグル自

治区における国家統合と民族区域自治政策：1950

年代前半の自治区成立過程から考える」『早稲田政

治公法研究』第 94 号、2010 年）。 

 

※「新疆における中国共産党の国家建設： 1949 年

−1955 年の政治的側面を中心に（3）」に続く 
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 今年は海外出張続きです。7 月に韓国へ１泊 2 日の弾丸出張（前号参照）に行ってきたのに続き、8 月は

ギリシャのテッサロニキを訪れました。欧州政治研究コンソーシアム（ECPR）で、我々の外交・安全保障

世論調査（SAFER）プロジェクトの成果を発表するためです。 

 ここで面白いこと発見がありました。ガザ問題への関心がとにかく高い、ということです。ガザまでは直

線距離で 1400km ほどあって決して近くはないのですが、考えてみればギリシャは中東難民たちが最初に目

指した地です。それゆえに街中には「FREE GAZA!」の落書きが溢れ、夜には繁華街でのデモも行われまし

た。 

 極め付けは ECPR でのあるパネルでの出来事です。イスラエルの研究者が同国の徴兵制に関する報告を行

おうとしたところ、学生たちが立ち上がって「イスラエルは虐殺をやめろ」と抗議の声を上げたのです。一

方、イスラエル人はイスラエル人で、プレゼンテーションの中で血まみれのキッチン（もちろん 2023 年 10

月のもの）を参加者に示して見せたりと、こちらもなかなか挑発的でした。 

 なるほど、戦争とか虐殺とか、そういうものがこの距離感の中で論じられているのが欧州なのだなと強く

実感せざるを得ませんでした。もちろん、ここよりもうちょっと北に行くと、今度はウクライナでの戦争と

のまた別の「距離感」が前面に出てくるでしょう。 

 そんなことを考えながら、今月はハンガリー・エストニア出張に行ってきます。かたや、欧州の中でも最

もロシアの脅威を強く感じ、それゆえに対ロシア強硬派最右翼に位置付けられるエストニア。かたや、オル

バン政権下でロシアとの関係を強めるハンガリー。特に後者はまだ一度も訪れたことがない場所ですから、

どんな議論が飛び出してくるものか、楽しみにしています。 

（小泉悠・先端研准教授／ROLES 副代表） 

https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/working_group/208
https://roles.rcast.u-tokyo.ac.jp/working_group/208
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